
案件別事後評価（内部評価）評価結果票:技術協力プロジェクト
評価実施部署：フィリピン事務所（2016 年 3 月）

国名
地方自治体の観光統計に係る能力強化プロジェクト

フィリピン

Ⅰ 案件概要

事業の背景

フィリピンでは、フィリピン中期開発計画（2004～2010 年）において、観光産業が重点産業として位
置づけられていた。観光省は、2004 年に観光開発への取組みの推進と観光産業のマーケティング及び
投資促進拡大のためのアクションプランを策定した。より現実的かつ効果的な計画の策定には、正確な
情報の蓄積と分析が必要であるが、必要な情報が不足していたため、観光開発の状況やポテンシャルを
タイムリーに把握することが困難な状況であった。また、地方政府（LGUs: Local Government Units）
1は、観光データの収集並びに LGU 観光開発計画の策定にあたってのデータ活用の能力及び経験が不足
していた。2006～2007 年において、JICA は、「地方自治体職員向け観光統計マニュアル」の作成を支援
する日本人専門家の派遣により、観光省への支援を行った。この支援において、基本的な観光データや
マニュアルの適切な活用について LGU 職員向けの研修を実施した。この結果、フィリピン政府は日本政
府に対し、観光開発計画の作成に当たっての観光統計の収集、集計、分析、報告及び具体的な活用に向
けた、LGUｓの計画・実施能力の強化に係る技術協力プロジェクトを要請した。

事業の目的

本事業は、LGUs 及び州政府職員の向けの観光統計及び観光開発計画策定に係る研修及び観光統計デー
タベースシステムの整備を通じて、正確かつタイムリーに観光統計を収集、記録、報告及び普及するた
めのメカニズムの改善並びに観光省と LGUs の観光開発計画作成能力の向上を図り、以って、観光セク
ターの持続的な成長を目指した。これを踏まえ、本事業の計画では、以下の目標が設定された。

1. 上位目標：観光統計の記録、収集、普及に関する制度・メカニズムを改善することによって観光
セクターが持続的に発展する。

2. プロジェクト目標：データの信頼性、正確性を担保した観光統計データがタイムリーに記録、収
集、普及されるようにメカニズムを改善し、観光省と地方自治体が観光開発計画の作成に関する
能力を向上する。

実施内容

1. 事業サイト：以下 11 州。パラワン（リージョン IV-B）、ネグロス・オリエンタル、ギマラス、イ
ロイロ、カピス、アンティーク、アクラン（含む、ボラカイ）ネグロス・オシデンタル（リージョ
ン VII）、セブ、ボホール、シキジョオール（リージョン VII）

2. 主な活動：1)LGUs 向け観光統計研修マニュアル及び基礎観光統計研修モジュールの改訂、2）上級
観光統計、観光開発計画及び観光マーケティング・投資に係る研修モジュールの開発、3）LGUｓ及
び州職員向け観光統計及び観光開発計画に係る研修の実施、4）本事業に参加した LGU における観
光統計データベースシステムの導入及びデータベースシステムの運用に係る研修の実施、等

3. 投入実績

日本側
(1) 専門家派遣 4人
(2) 本邦研修 なし
(3) 第三国研修 17 人（マレーシア）
(4) 機材供与 プロジェクター、ビデオカメラ、

プリンター、等
(5) その他 ローカルコンサルタント及びプロ

ジェクトスタッフ人件費

相手国側
(1) カウンターパートの配置 13名
(2) 土地・施設提供 観光省におけるプロジェクト

執務室、リージョン事務所におけるローカルコ
ンサルタントの執務室、LGU 事務所におけるメ
ンタリング及びモニタリング活動向け執務室、
等

(3) ローカルコスト負担 研修に係る交通費及び旅
費、メンタリング及びモニタリングに係る費用

事前評価年 2008 年 協力期間 2009 年 4 月～2012 年 3月 協力金額

（事前評価時）
300 百万円
（実績）
216 百万円

相手国実施機関 観光省（DOT: Department of Tourism）

日本側協力機関 パセット株式会社

Ⅱ 評価結果
<事後評価において留意すべき事項及び評価上の制約＞

【アウトプット（成果）及びプロジェクト目標の指標】

- プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）では、達成度を検証するための各指標の目標値が定義、あるいは特定され

ていない。そのため、本事後評価では、PDMの要約に基づいて実施された終了時評価の結果に従うものとする。本事後評

価では、プロジェクト目標の指標 1で示す「観光開発計画（Tourism Development Plan）」に代えて、本事業のカウンター

パートにより使用されている「観光開発計画概要（Tourism Development Planning Digests）」を使用することとする。ま

た、LGUs 向け標準的なデータ収集及び報告システムに関する指標 2は、LGUs に導入され、使用されるデータベースシステ

ムに関するアウトプット 3の指標と重複している。したがって、終了時評価報告書で提示されたように、プロジェクト目

標の達成度の検証は、観光開発に向けた健全な行動計画を作成するための LGUs の能力開発に基づいて行った。

                                           
1 フィリピンの行政区分は、リージョン、州、市（city）及び町（municipality）、バランガイ（barangay）の４つのレベルの地方自治体（LGU

ｓ）があり、バランガイが行政区分の最小単位である。LGUsは、中央政府とのより良い調整を行うため、18のリージョンのもとにグループ

として分けられている。なお、リージョンは LGUではない。



1 妥当性

【事前・事業完了時のフィリピン政府の開発政策との整合性】
観光セクターの開発に重点を置いている、「中期フィリピン観光開発計画（2004～2010年）」、「フィリピン開発計画（2011

～2016年）」及び観光省の「国家観光開発計画（2011～2016年）」に合致している。
【事前・事業完了時のフィリピンにおける開発ニーズとの整合性】

地方自治体及び州政府レベルでの信頼度の高い観光統計の収集及び持続的な地場観光産業の振興に向けた観光統計の管理
に係るLGUsの能力向上という、フィリピンの開発ニーズに合致している。
【事前評価時における日本の援助方針との整合性】

政策実施能力及びガバナンスを含む、「雇用機会に向けた持続的な経済成長」を達成するためのフィリピンの開発重点分野
への支援を対象とする、「対フィリピン国別援助計画（2008年）」に合致している。
【評価判断】以上より、本事業の目的の妥当性は高い。

2 有効性・インパクト

【本事業のプロジェクト目標の事業完了時点における達成状況】
プロジェクト目標は、事業完了時点までに概ね達成された。本事業において、3つの対象リージョンの11対象州及び65対象

市町を含む76LGUsが、本事業で開発した3つのレベルの研修コース、観光開発計画研修（TDPT）、基礎観光統計研修（BTST）及
び上級観光統計研修（ATST）を受講した。TDPTI～IIIのすべてのコースを受講した58LGUsのうち、44LGUsが「観光開発計画概
要」を各州政府に提出した。また、BTSTコースを受講した76LGUsは、本事業で整備された、データ収集、記録、報告を行う観
光データベースシステムの使用を開始した。
【本事業の効果の事後評価時点における継続状況】

事業完了後、LGUsがそれぞれの観光開発計画を作成するための指針となる国家観光開発計画が、2013年に観光省により作成
され、対象3リージョンの5州、6市、166町が、国家観光開発計画と整合する各地方政府の観光開発計画を作成し、承認、実施
している。各地方の観光開発計画の承認及び実施は、これらを後押しするLGUの首長や職員により進められた。また、本事業
の実施中にBTSTを受講した76LGUs全てが、データ収集及び観光省リージョン事務所への報告に観光データベースシステムを継
続的に使用している。加えて、LGUの通常のデータ収集業務に含まれていないものの、11の対象州のうち2州が事業完了後に観
光客調査を実施した。また、観光省本省によれば、2015年には17LGUsが観光客調査を実施した。さらに、観光省は、本事業で
整備した観光データ管理システムをムスリムミンダナオ自治区（ARMM）を除く17リージョンに導入しており、17リージョンの
多くのLGUsは観光データの収集・報告用の標準化されたフォーマットを活用している。BTST及び上級観光統計研修（ATST）な
どの観光関連研修は、観光省リージョン事務所が中心となり、場合によっては観光省本省から講師が派遣され、継続的に実施
されている。2012～2015年までに、BTSTは61回実施され、2,055人が受講し、ATSTは7回実施され、177人が受講した。しかし
ながら、TDPTについては、事業完了後は実施されていない。BTST及びATSTで学んだ方法によるデータ収集・集約でとりまとめ
られた成果物がTDPTの実施要件となっているが、LGUsは観光客調査及び基礎・上級観光統計データ収集を完了できていない。
データ収集は継続されているものの、観光客調査や定期的な基礎観光統計データの集約には1年（4四半期）が必要となる。ま
た、観光データ収集及び統計の集約を担当する観光担当者の頻繁な異動も、TDPTの実施の遅れの原因となっている。なお、LGUs、
特に、観光開発のポテンシャルの高い小規模な町では、統計に基づく観光開発計画が地方観光インフラプロジェクト向けの中
央政府予算の獲得に当たり必要となることから、TDPTへの要望が高い。TDPTの実施を要請するLGUsが必要とされる成果物を完
成し、示すことができれば、TDPTはいつでも実施できる状況にある。
【本事業の上位目標の事後評価時点における達成状況】

上位目標は概ね達成したと判断される。本事業で整備されたデータベースを通じて、来訪者数の記録及び報告の精度が、11
の対象州において向上した。2012年から2014年にかけて来訪者数の記録は増加しており、これは来訪者数の実質的な成長を、
記録・報告システムが正確に反映したものと考えられる。増加した主な理由としては、イ）観光省による、より積極的なマー
ケティングとプロモーション及び州及び地域間の健全な競争、ロ）ほとんどの対象州における観光インフラの改善、ニ）マニ
ラから対象州への国内線及びセブ、アクラン、パラワン及びネグロス州といった主な観光地への国際線の便数の増加、が挙げ
られる。しかしながら、本事後評価では、8つの対象州については、宿泊施設稼働率2の伸びに関するデータは入手できたもの
のデータの精度に制約があるため、実際の増加について確認することが困難であった。他方、新たなホテル施設の建設は、対
象州における訪問者数が増加していることを示す根拠になるものと考えられる。
【事後評価時点で確認されたその他のインパクト】

本事業は、観光統計の重要性、特に、観光インフラを含む観光開発計画における重要性についての、政府及び民間セクター
の主要な関係者の認識を向上させることに貢献した。また、いくつかのLGUsでは、本事業により、観光事務所の整備を進めて
いる。例えば、カピス州政府は、州観光法を制定する条例を2015年6月に可決した。同法により、同州政府は、本事業で育成
された州政府職員を正規職員として雇用し、州観光・文化事務所を正式に設立し、強化することが可能となった。なお、自然
環境及びその他社会指標への負の影響は確認されなかった。
【評価判断】本事業は、LGUsの観光データベースシステムの改善を達成し、記録・報告された来訪者数やホテル施設の実質的
な増加により、対象11州における観光セクターの持続的な成長は概ね達成された。また、本事業で導入された観光データベー
スシステムは、本事業に参加したLGUsによって地方観光開発計画やプログラムの策定に継続して活用されているのみならず、
他州のLGUsによっても観光データの収集・報告に活用されている。従って、本事業の有効性・インパクトは高い。

プロジェクト目標及び上位目標の達成度

目標 指標 実績

プロジェクト目標

(信頼度が高く、正確か

つ適宜情報収集、報告、

配布のためのメカニズ

ムの改善及び観光省及

び LGUs の観光開発計画

(指標 1)観光開発計画策定のた

めの健全な行動計画

達成状況：一部達成

（完了時）

 TDPT を受講した 11 州政府及び 65市・市町を含む 76LGUs が観光開発計画の草案

を策定した。

 TDPTI-III コースを修了した 58LGUs のうち、44LGUs が観光開発計画概要を各州

政府及び観光省リージョン事務所に提出した。

                                           
2 宿泊施設稼働率は、全客室を対象とした年間販売可能な日数のうちの実際の宿泊日数の割合。



策定能力の向上) （事後評価時）継続

3つの対象地域において観光開発計画を作成、承認、実施している州、市、町は以

下の通り。

観光省 VIリージョン（西ビサヤ）：2州、3市、95町

観光省 IV-B リージョン（MIMAROPA）：2州、2市、71 町

観光省 VII リージョン(中央ビサヤ)：1州、１市

（指標 2）LGUs 向けデータベー

スソフトウェア付きデータ収

集・報告システムの設置

達成状況：達成

（終了時評価時）

データ収集、記録、報告を含む、本事業で開発した観光データベースシステムは、

BTST 及び ATST を受講した LGUs に導入され、使用された。

（事後評価時）継続

 3 つの対象リージョンの 11 州観光局及び 65 市/市町を含む BTST を修了した

76LGUsのすべてが、観光データ管理システムを情報収集及び観光省リージョン事

務所への報告に継続的に活用している。

本事業で開発され標準化された観光データ管理システムは、観光省によりムスリ

ムミンダナオ自治リージョンを除く 17 リージョン導入された。

 17 地域の多くの LGUs、特に小規模な自治体は、観光データの収集・報告に標準

化されたフォーマットを使用している。

観光省リージョン事務所は、国別来訪者の傾向の把握、観光施設の需給や公共事

業・高速道路省（DPWH）及び内務・地方政府省（DILG）へのデータ提供、本事業

でカバーされなかった他の LGUs の観光インフラプロジェクトの計画策定へのデ

ータ提供に活用している。

上位目標

(持続的な観光セクター

の成長)

（指標 1）来訪者の増加 達成状況：達成

（事後評価時点）

対象 11州において、来訪者数は増加している。

[対象 11州の来訪者数]

2012 2013 2014
セブ 2,230,323 2,616,250 3,018,322
ボホール 356,370 389,767 455,155
シキジョール 33,408 33,431 40,485
パラワン 743,427 791,371 928,378
東ネグロス 307,980 470,438 519,429
西ネグロス 1,013,622 1,126,583 1,235,219
ギマラス 61,188 63,421 73,833
イロイロ 607,149 745,095 835,685
カピス 95,037 120,509 146,559
アンティーク 14,506 17,786 28,097
アクラン（含む、ボラカイ） 1,307,516 1,492,328 1,634,373

（指標 2）宿泊施設稼働率、そ

の他観光関連活動の増加

達成状況：一部達成

（事後評価時点）

データの精度に制約があり、データは入手可能であったものの対象 8州の実際の

宿泊施設稼働率の増加は確認できなかった。事後評価時点で、観光省本省により

提供されたデータと事業の対象地域であった観光省リージョン事務所及び LGUs

のデータでは相違があった。

なお、本事業に参加した LGUs の新設のホテル施設の増加は、来訪者の実際の増

加及び今後の増加見込みの裏付けとなっている。

[対象州における宿泊施設稼働率]

2012 2013 2014 2015
(見込み)

パラワン 40.73% 40.42% 33.66% N.A.
東ネグロス 26.00% 46.90% 44.60% N.A.
西ネグロス 53.51% 48.23% 50.30% 51.00%
ギマラス 15.95% 5.43% 16.02% 20.00%
イロイロ 29.72% 40.27% 32.30% 34.00%
カピス 14.50% 39.34% 21.29% 25.00%
アンティーク 24.16% 38.82% 41.98% 43.00%
アクラン（含む、ボラカイ） 31.05% 35.79% 38.54% 39.00%

出所：終了時評価報告書、事業完了報告書、観光省本省及び観光省リージョン事務所提供データ

3 効率性

本事業は、協力金額及び期間は計画以内（計画比：72％、100％）に収まった。よって効率性は高い。

4 持続性
【政策・制度面】

国家観光開発計画（2011～2016年）に変更はない。2009年観光法（共和国法第9593号）は、地方の観光地の状況についての
情報提供や地域及び国レベルの観光開発計画の統合を後押しするものとなっている。



【体制面】
観光省については、本省及びリージョン事務所ともに組織体制に変更はない。本省の観光統計・調査局の職員20名のうち、

9名が国内の観光統計を担当している。本省及びリージョン事務所ともに、正規職員の人数に不足がある場合には、期限付き
職員を雇用することが認められている。なお、観光省は、観光統計のデータ収集、報告、蓄積を行うオンライン／ウェブベー
スのシステムを2015年12月に導入する予定である。新たなシステムにより、本事業で導入された観光データ管理システムの強
化が見込まれている。2009年観光法に従い、観光省は本事業で開発したBTST及びATSTといった研修を継続的に実施している。
アクラン州政府及びカピス州政府やネグロス・オリエンタル州ドゥマゲテ市といった3つの対象LGUsは、1991年地方政府法に
より、専任の観光事務所を設置し、データ収集等に専任の正規職員を配置している。他のLGUsの観光事務所は、臨時の事務所
で、他のLGUsから派遣される職員で運営を行っている。本事後評価で調査した10のLGUsは、観光事務所に少なくとも2名の職
員を配置しており、データ収集・報告に十分な体制となっていると考えられる。
【技術面】

本事業で育成された観光省本省及びリージョン事務所の職員は、LGUs向けBTST及びATSTを継続的に実施するのに十分な知
識・技術を維持している。上記の通り、いずれのLGUsもTDPTの実施に必要なデータの集約が完了していないため、観光省TDPT
コースは本事業完了後、実施されていない。他方、観光省は、LGUsが要件を満たし、研修の実施を要請すれば、TDPTを実施で
きるよう、TDPTの講師・ファシリテーター及び外部のパートナーをプールしている。LGUsの計画立案に関するスキルが不適切
であるという課題については、徐々にではあるが、カナダ国際開発町（CIDA）、米国国際開発援助庁（USAID）といった他ド
ナーにより、時に応じて関連する研修の実施などの取組みがなされている。なお、CIDAやUSAIDの研修内容は、本事業で導入
された研修とは異なっている。観光開発計画を策定するスキルが対象LGUsで不適切であるという課題については、未だ取組み
は行われていない。本事業で作成した研修マニュアルは、観光省次官により公式に承認されており、観光省本省、リージョン
事務所及びLGUsにより継続的に活用されている。継続的な研修の実施を通じて、観光省の講師は、研修受講者の理解を促進す
るため、研修マニュアル、配布物、プレゼンテーション資料の改善を行っている。観光統計については、観光省本省職員は、
本事業の実施において積極的に参加していたことから、様々なデータマネジメントソフトについて精通している。また、観光
省リージョン事務所の職員は、LGUs向け研修やメンタリングを行うのに必要な知識・技術を維持している。本事業で育成され
たLGUs職員は、実際の観光統計の収集・報告業務を通じて、観光統計及び観光開発計画策定に関する知識・技術を維持してい
る。また、彼らが習得している知識・技術については、担当地域や国レベルでの定期フォーラムや宿泊施設との定期会合など
を通じて、普及している。本事業で育成されたLGUs職員は、カナダ国際開発庁（CIDA）や米国国際開発庁（USAID）の支援に
よる再訓練研修や関連研修も受講している。本事業で改訂された観光統計マニュアルは、観光省本省及びリージョン事務所、
LGUsにより継続して使用されている。
【財務面】

観光関連研修及び観光データ管理システムの運用に係る予算の主な財源は、観光省及びLGUsの年間の通常予算となってい
る。事後評価時点において、予算額については入手できなかったが、対象地域内ではより多くのLGUsが、観光省本省やリージ
ョン事務所職員を講師として招いて、BTST及びATSTを継続的に実施していることから、十分な予算が配分されているものとい
える。特に、本省は、TDPTを含め、いかなる研修も定期的に開催するための予算を確保している。観光省より多くのLGUsが、
観光関連のフェスティバルやイベントなど、観光関連の活動により多くの予算を配分するようになっている。
【評価判断】以上より、持続性に係るすべてほとんどの側面で問題は確認されなかった。しかし、11の対象州の多くの市町は、
本事業完了後観光省によるLGUs向けのTDPTコースが実施されていないことから、観光開発計画の観光データの記録の結果を活
用することができない状況である。したがって、本事業によって発現した効果の持続性は中程度である。

5 総合評価

本事業は、LGUs が観光開発計画を作成するための観光データ管理システムの改善というプロジェクト目標を達成し、観光セ
クターの持続的な成長という上位目標を達成した。観光データ管理システムは、LGUs がデータ収集を行い、観光省リージョン
事務所に報告を行うにあたって効果的に活用されている。同システムの活用により質が向上した観光統計は、事業完了後、LGUs
や民間セクターによる観光開発計画策定に貢献している。しかしながら、観光開発計画に関する研修は、講師及び予算不足に
より、本事業完了後は実施されていない。こうしたことにより、11の対象州の市町の多くは、観光開発計画の策定にあたって、
収集された観光統計を効果的に活用することができない状況にあった。

総合的に判断すると、本事業の評価は非常に高いといえる。

Ⅲ 教訓・提言：

【実施機関(観光省)への提言】

 本事業で導入された地方の観光統計の収集・報告のための項目やフォーマットの見直しを行い、CIDA や USAID の支援によ

る現在実施中の関連事業に沿って、よりユーザーフレンドリーなフォーマットとするための必要な改訂を行う。

 観光開発計画策定研修（TDPT）のために事業で導入した研修デザイン・モジュールを、観光産業の現在の開発状況と優先

事項の観点から見直し、必要に応じて改訂するとともに、能力の高い研修講師を確保し、要望する LGUs に研修を実施す

る。

 全国の LGUs 向けの標準化された統計システムを制度化するとともに、情報源となる観光関連の民間の関係者との協力が

確保できるよう方針を見直し、作成する。方針の策定により、データの集約の持続性を強化するとともに、LGUs が観光統

計及び観光開発計画に関する研修の次の段階に進めるようになることが期待される。

【JICA への教訓】

＜アウトプット、プロジェクト目標及び上位目標の適切な指標の論理的な設定＞

 「事後評価時点における留意事項」に記載した通り、本事業の PDM では明確に指標を設定・特定しておらず、また、目標

値も明確に設定されていなかった。また、アウトプット（成果）、プロジェクト目標、上位目標の指標のいくつかは、相

互に論理的に整合していないものも見られた。事業効果の発現状況を適切かつ公平に検証するには、事業の計画時点にお

いて、論理的に適切なアウトプット、プロジェクト目標、上位目標の指標を、明確かつ合理的な目標値とともに設定する

ことが不可欠である。

＜事業完了後の観光開発計画の策定に向けたより効果的な研修の実施＞

 多くの LGUs は、TDPT の参加、そして観光開発計画の策定の前提条件となる、基礎観光統計データの収集・集約を完了で

きていない。事業完了後において、事業で開発した研修をより効果的なものとするためには、LGU が基礎観光統計データ



の集約を行う上での支援を、事業活動の一部として組入れるべきであったと考えられる。事業計画時点において、研修目

的や内容、右研修に関連する活動を含め、慎重に事業範囲を検討することが重要である。

パラワン州ブルックス・ポイント町ムルヨ・リゾートへのアクセス道

路の建設。同町観光事務所が事業を提案し、観光省・公共事業高速道

路省集中プログラムによる資金で建設された。

パラワン州ブルックス・ポイント町ムルヨ・リゾートへのアクセス道

路の建設。観光データ管理システムで収集されたデータにより、ブル

ックス・ポイント町への来訪者数が増加していることが確認され、道

路の必要性が検証された。


